
寺近、
音崎

替え十八巻 草子主張

ケインズ経済学研究序説ー・・一 ー .......・菱 山 泉

債務者利得とその仮装費用的作用 ・ ・・・・高寺貞男

静学的産業連関論と再生産表式 (1)"…・……・野津正徳

イギリ λ 公信用史における国庫証券…………舟場正富

経済論叢第九十七巻・第九十八巻総目録

昭和四十一年十二月

寛郡大事鱈?持事曹

22 

37 

55 



(409) 37 

静学的産業連関論と再生産表式(1)

野津正徳

は し が き

産業連関論は， レオンティエフが 1941年はじめてアメリカ経済の構造分析

に適用りして以来， 主要資本主義国で急速に発展し，経済予測と経済計画の有

力な方法として利用されている。産業連関論はまた，国民所得勘定，マネー・

フロー表，国民資本勘定などとともに，国民経済計算の一環を構成しているが，

近年国連統計局を中心に各嗣において産業連関表と国民所得勘定の統合作業が

進められている。

資本主義国における産業連関論の展開は，われわれに二つの万件jからその批

判的検討の課題を課してL、る。第一。資本主義の国民経済計算がどのような理

論的性格壱もち，現在の国家独占資本主義の体制下で経済予測と経済計画の方

法としてどのような現実的意義をもっか，これを解明することは重要な問題で

ある。そのために必要な一つの準備作業が，国民経済計算の一環としての産業

連関論の理論的性格左その現実的意義壱明らかにすることである。第二。産業

連関論のこうした展開に対して，わが国ではその制約・限界を批判する視点か

ら，産業連関表の組替え・再編成を行い日本経済の構造を解明しようとする研

究がはじめられている九産業連関表の組替えによる経済構造の分析は， マノレ

タス再生産論の具体化と現実の経済分析への適用をめざすものとして，積極的

意義をもっているが，そのばあし、かならずしも，産業連関論の理論的構造が十

分に究明されその意義と限界が明らかにされているとはし、えない。産業連関表

の組替え研究を発展させるためにも，その理論的基礎である産業連関論の考察

1) W. W. Leontief. The Struclure 6/ Americ羽 河 E同航m旬少， 1919-1939白 1941

2) たとえば，山田盛太郎「戦桂再生童構造の段階と農業形態」昭和国年;刀村喜代子北原勇，

岡本資本主義の再生産構造分析試論」昭和田年「産業連関表」を手がかりとして(IX2)(3)(4)ー.r三
国学長雑誌」第57巻靖12号，第58告第九 9，10号，昭和田平12月，昭和40年 7，9， 10月。
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が必要である。

他万，社会主義諸国においては，国民経済の計画化と管理の手段として経済

学への数学的方法の導入の必要が強調されている汽経済学はこれまでの質的

分析のみならず，経済過程の量的諸関係をも分析しうる量的概念体系を発展さ

せねばならないとされ，その 環として国民経済バランスの作成に，資本主義

国の産業連関論的方法をとり入れることも試みられているぺしかしこのばあ

いも，産業連関論の理論的性格とそのマノレタス再生産論との関連は，なお十分

に検討されていないと思われる。

小論の目的は，このような問題状況をふまえ，第一に，産業連関論の理論的

性格を批判的に考察し刊 第二に， 産業連関論とマfレクス再生産表式との関連

に関する社会主義届における諸見解壱検討することである。

いヨまでもなく，産業連関論には三つの側面があるべ第ーは， 理論モデノレ

を構成し，その一般的特質を研究すること，第二は，現実の経験的データを蒐

集し，産業連関表を作成するとと，第三は，特定の国民経済の特質を，観察さ

れた構造的諸特徴にもとづいて明らかにすることで，いわゆる応用分析といわ

れるものである。

小論の対象と才る産業連関論は，その理論的側面 静学のばあい←ーに限

定される。連関論の動学理論および統計的・実証的側面の検討は今後の課題で

ある。

3) 経済学への数学的方法の噂入に関する， 1963年までの文献目録として>A.H.O口op，MaTeMa-
TIIKO-9KOBO}l田町阻eMeTO，n;hl H M.o，n;eJI-B沼E回 orpaltnqeCKK量 YRaBaTeJIb， 1964， 170 CTp 

がある。 1964年3月モスクワで行われた数学的方法の利用をめぐる討論告の記録として， 8KOHO-
阻 G凹 m岡田瑚四回同町yrJI:W:班 CTOJIQM，11開"3KO耳OMllIta"， MOClma， 1965， 207 C'l'p 

4) 岡桔他，社会主義諸国の産業壇関パラ νス， r経済研究」第14巻第3号，昭和田年7月，参照。
5) 山田喜志夫，産業連関論の検討， r統計学J第7号.昭和田年11月，は産業謹関論の批判的検
討'"行った日本で先駆的な業績である。小論の lはこれを基礎としつつ，その検討をー歩進める
ことを意図している。

6) 、N 、N.Leonhef，“ Input.output Analysis and the General Equihbrium Theory". in 

T， Barna (ed.)， Th~ Structural 11叫 erdetendente.of the Economy， 1954， p. 41 
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I 静学的産業連関論の基本的性格

産業連関論の検討に入るまえに，その理論の骨組みと号要約する九

諸記号を次のように定義する。

X，第 z産業部門の総産出量 (i=l，2・ n) 

Xij 第1産業部門の第1生産物の生産に用いられる第 z生産物の投入量

X. すべての産業において必要な総労働量(本源的生産要素を労働のみと

する)

Z吋 第y産業部門の第 1生産物の生産に用いられる労働量

y包 第包生産物の最終需要量

α" 第1産業部門の第 z生産物についての物量的投入係数

G り=王XELI (1) 

α吋第1産業部門の第1生産物についての労働投入係数

aOj=主JEAJn (2) 

p， 第 τ生産物の価格

P. 労働 1単位の賃金(単位賃金費用)

)
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費用方程式は，

pjXj=呂PiXij十九x.，

v叫a
 

h
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十九a
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2司一一

p，=Y.Jp山 ，+p内 J (j=l， 2 冗) (4) 

7) W. W. Leontief， The Struct笹川 0/At問削間島問。吋， 1919-1939， 2 nd ed.， 1951， ~l.j出
勇軍本秀太郎訳「アメリカ経済の構造J; R. Dorfman， P. A. Samuelson and R. M. Solow. 

Linea'l' PyoP!四mm~ng 側d Econamic Anaiy，叫 1958，安井癒磨他訳「幌型計画と桂摘分析」に
主による。



4Q (412) 第98巻第6号

したがって，ここから，一組の最終需要に対して，均衡産出量〈物量的)

お=E14JYj(z=l，z….n) (5) 

がえられる。ただし，A1，Jは逆行列 (l-ar'の要素であり，物量的波及係数と

呼ばれる。また aは投入係数の行列であり，

a = [atJ) = ( allau，..-. 'al'> 

I a21a22......a2" 

¥a勾Xa"'2......a泥沼

(6) 
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がえられる。

このように.静学的産業連関論は，各産業の産出物の相対価格および技術構

造が与えられたばあい，ある最終需要に対応して，技術構造をあらわす波及係

数普通じて各産業の均衡産出量を決定しようとするものである。また各産業の

産出高および技術構造が与えられたばあし、，生産要素価格=単位賃金費用に

対応して，波及係数を通じ各産業産出物の均衡価格を決定するものである。

次に，静学的産業連関論の検討に入る。このばあい，問題点を， (1) 産業連

関論の基礎範博， (2) 産業連関論の再生産把握，とする。

1 静学的産業連関輸の基礎範鴫

(1) はじめに，産業連関論における総労働費用および相対価格の理論と，労

働価値説との関係を検討する。産業連関論において，労働を唯一の本源的生産

要素とし A吋を第y産業部門の第y生産物を 1単位余分に生産するために必

要な総労働費用と定義すれば A.!は第y生産物 1単位の生産に直接に必要な

労働費用 a.!とその生産に直接投入される中間生産物向のそれぞれの総労働

費用の和であるから，

A，吋 =aOJ + 2J AOiaiJ (j = 1， 2 吋 (8) 

となる。他方では，AOjは第 7牛産物 1単位の生産に直接間接に必要なすべて

の生産物の総労働費用の和であるから，
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AOj=呂aotAiJ (j = 1， 2・… η(9)

である。 (8)の A"と(9)の A"は一致する九

また価格体系は等式(4)で与えられ，均衡価格は但)を解いた(7)でえられる。産

業連関論では，価格の絶対水準は何らの意味ももたず，相対価格体系のみ必要

であるから，労働をメレーノレとし. (7)の両辺を p，で割れば，

ぞ=志向，A，パ j=l，2， ......n) 
Y' 話.1

がえられる。したがコて. (9)と仰の右辺は等しくなり，

(，時

手=Ao! ω
が成立する。 ωは，第1生産物 1単位の総労働費用壱あらわす係数A叫がP，/p，

すなわち単位賃金費用に対するその生産物の価格の比率と全く同一であること

を示している。生産物の生産に必要な労働量が，直接投入される労働量のみで

なく，投入された中間財の中に「凝結」した間接の労働量を含み，これが生産

物の単位賃金費用ではかった価格に等しいとされる。ここから，産業連関論は，

本源的生産要素として労働のみを前提するとき，労働価値説との関連をもっと

結論されるのである九

産業連関論に果して価値・価格についての体系的な理論があるだろうか。第

一に，各産業部門の生産物の生産に用いられる労働は各産業毎に異質の具体的

有用的労働であり，本来合計できない性質のものである。この困難を避けるた

め産業連関論では 1ドノレあたりの労働量(あるいは生産量)とし寸特殊な単

位を用いているが，こうした貨幣表示は労働量の合計を行うための便宜的単位

にすぎず，生産物の価値・価格関係をあらわすわけではなし、。これはあたかも

ケインフぐにおいて，経済体系の計算単位としての労働単位・雇用量が何ら価値

の実体を意味しないのと同様である町。 ここには，労働相互の通約を可能にす

る抽象的労働の概念はなししたがって「総労働費用」の概念も成立しないは

8) 証明は省略する。ドーフマν他「楳型計画と経済分析J305ベ ジ参照。
9) 古呑弘，レオンテ 4ニLフ モデルの一考察.r現代経済学の基本問題」昭和田年， 184-186ベー
ジ:B. Cameron， "The L山町 Theoryof Value in Leontief Jl<lodels"， Economic Jowl'nal， 
Vol. LXII， 1952， pp. 191-197 

10) 三上隆三「ケインズ経済学の構造」昭和田年， 30-72ベ ジ。
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ずである。第二に，等式ωにおいて，第1生産物 1単位の単位賃金費用に対す

る価格がその生虚に直接間接に必要とした総労働費用に等しいというとき，第

y生産物の総労働費用はその直接的労働費用制と中間生産物の総労働費用(c)の

和としてとらえられ， 1:走者は再びその生産に要した付)と(Clの和に分解される。

このような(v)1: (Clへの分解は，数学的操作=逆行列による解法によって次々と

生産の先行段階に遡及され，その結果，投入された「中間財の費用それ白身が

労働費用にミ分解ミされるものJであるから「過去のすべての直接的労働必要

量の和はきっかり各 A"になる P と結論が下される門これはスミエえによって

主張されマノレグスの批判した rV+MJドグマに通ずるものであれ完全競争

下での利潤ゼロのばあいは rVJドク 7 であるとさえいえよう。第三に，総労

働費用と等置されるわ/p，は，第1生産物の経験的な市場価格を賃金率で除し

たものであるが，一方労働力価値の概念がないため賃金率の客観的経済学的規

定は不可能であれ他方釦は純粋に経験的な市場価格であり， したがって

pj/戸。は，価値形成・増殖過程につながりをもたない現象的な商品交換比率に

すぎない。総じて一般均衡理論における相対価格は流通過程における諸商品開

の交換比率にすぎず，生産過程に理論的基礎をもたない。

(2) 産業連関論および産業連関表において，全産業は m個の産業部門に分割:

されるが，この分割基準は産業の同質性一一生産物の同一性およびそれぞれの

部門内での諸企業の費用構造の定量的・定性的類似性叫ーーに求められている。

諸企業の費用構造の定量的・定性的類似性は投入係数の類似性に表現されるか

ら，との基準によれば，諸産業はその活動の物的・技術的特質によって区分・

統合されるのみである。この部門分割の視点は使用価値視点・生産力視点であ

る。したが 3て，社会総資本の再生産過程における諸部門の機能の相異にもと

づく生産手段・消費資料生産部門の基本均区分，および物的生産に対する関連

の相具にもとづく物質的生産的領域と非物質的不生産的領域の区分，が見失わ

1l) ド フマゾ弛j 前掲書， 305へージ。
lZ) レオンテ4エフ，前掲書， 21ベ ジ。
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れざるをえなし九また不生産的領域の諸部門に技術的に規定される投入係数を

適用することにも問題が生ずる明。 このような生産的領域と不生産的領域の区

別の無視は，近代経済学における生産的労働と不生産的労働の概念的区別の欠

如から生じるものであり，近代経済学の国民所得論・国民所得統計に総じて共

通している問。

その結果，全産業部門の活動が国民所得の創出に参加するものとされるためp

国民所得の量的過大評価が生じ，国民所得の再分配過程の分析が不明確となる

-r:あろう。

(3) 次に，静学的産業連関論においては，まず完全競争にもとづく長期均衡

状態が前提されるが町，この点も重要な問題である。ワノレヲス一般均衡論では，

個別l的生産主体の利潤極大化行動の結果価格メカニズムを通じて長期の市場均

衡が成立するとされる。長期均衡の下では，生産物一単位の平均生産費がその

価格に等しし、とし、う費用法則が成立し，したがって利潤はゼロとなる o 長期均

衡を前提する産業連関論においては，経済主体の利潤極大化の論理は陰伏的に

含まれるにすぎずLべ均衡価格がにおいて，p，と生産物 1単位の生産に必要な

中間財の価格と労働費用の合計との一致を示す等式(4)が成立し，ワノレラス同

様利潤はゼロになるべ

しかし，ワノレラス的長期均衡は自由な資本移動および新投資のために必要な

13) いわゆる第三次産業部門における技術的投入係数の経済学的意味にすIする反省から，第三次部

19の匝扱いに疑問を投げる指摘がある， r物理的技術的投入係数体系を一貫せしめようとすれ

ば，本来貨幣的な内容壱もつ第三次産業部門の介在は内的矛盾なしには困難ではないかと考えら

れる， I家本書太郎 I レオンティエプ分析における二・三の問題点， r芋刊理論経済学」第6巻第

1 . 2号，昭和30年12月， 6ベージ。

14) すでに多〈の批判がある n たとえば， M. B. Eouu凹 B，Han;IlOSalIl>宜日量刑xo;a:.1959 
15) ドーフマン サミユエルソン ソp ーは，静学的オ プンモデノレの前提に，完全競争にもとづ

〈静態的 定常的均衝をおいている。前掲書. 305-307へ}ジ。地方，轟喜氏はクローズドモデ

ルのみに長期均衝を前提し，貯菩，投資を含むオープンモデルは一時的ー短期均衡を前提する，

止される門「摩業撞閣と経情変動」昭和30年， 3-4ベ ジ。ここでは，ド フマγ他のオ プγモ

デル壱対車とする。

16) 個別的牛由主体の未11潤極大化行動を明示的に喜入する試みとして，たとえば』芳賀半次郎， リ

ェア ープロミラミングと生J産の一般均衡， r社会科学論集J第 2号，事照。

17) 静学的で 十分に定常状熊に適応した，そして本源的生産要素がただ一つだけの νオンテ 4
z フ体系ではすべてのミ付加価値、は労働費用だけで担定されるの」ド フマ γ他，前掲書， 307 

ベジの
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資本の無限の存在を前提せねばならないが，こうした前提は全く非現実的なも

のである。現実には利潤ゼロの均衡は決して存在せず，利潤率均等の均衡に対

するたえざる志向が存在するのみである。同様に静学的産業連関論における完

全競争下の長期均衡の前提も全く現実の経済過程を反映するものではない1ヘ
2 静牢的産業連関諭の再生産把握

(1) 産業連関論は，本来物量的技術的生産体系の分析を主な目標としている。

まず物量的需給均等方程式(3)および物量的産出量決定(5)において，物量的視

点、がおかれていることは自明である。

次に価値的需給均等方程式は，価値的投入係数を

a' 之と"
'Jーヲヌ7

=jra42 (l$ 

とすると，
n 

p~X~=Ea'tJPJXJ+PtYt (i=l， 2， 
;"'1 

処) (3)' 

である。 (3)'にω壱代入，ると， (3)'はふたたび

p1，Xi= ム-aiJpjXJ+ PiYt 
J"， l f'J 

n 
X1，=:'Eai，jXj+y，: (i=l， 2， . ・鈍) (3) 

となり， (3)と(3)'は等価となる。したがって価値的需給均等方式は物量的需給

均等方程式に還元されるわけである。同様に，価値的波及係数を A'f.Jとすると，

Mw 

n
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A一一y
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り
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出

向

産衡均的値価

。事

(5)' 

であるが， (5)'はふたたび
n ，f". 

PiXi= :E~~' A;'jPJYJ 
J"'1 y'J 

18) νオンティエフ自身も畏期均衛前提の産業!連関論を示したのち，ゼロでない貯蓄および投資を
体系内に噂入している。レオγテイアE フ，前掲書， 43ベ ジ。
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ぷ=221Agjy，u=l，Z 哨) (5) 

となり， (5)と(5)'の等価が判明する。したがって価値的均衡産出量も物量的均衡

産出量に還元される。

さらに，ワノレヲ λ の一般均衡理論では，需給量および生産係数がすべて価格

の関数であれ価格および投入産出量は全理論によって同時に決定され，価格

決定機構と産出量決定機構が分離不可能であるのに対L 産業連関論では，産

出量は(3)(5)により価格は(4)(7)に上って決定され，産出量決定機構と価格決定機

構は互に分離きれている町。産出量決定に際して価格は所与とされ，価格の決

定に際して産出量は所与とされる o もちろん産出量と価格の決定は互に無関係

ではなし 「双対」町の指摘もあるように，投入係数行列 [a，ρおよびその転置

行列によって結びつけられているが，これは産出量と価格が，それぞれ一定最

終需要および単位賃金費用を与えられたとき，投入係数行列にあらわされた諸

産業の技術構造によって決定されること壱示している。

したがって，産業連関論の産出量決定は，現実にはそれをめぐって企業の利

潤動機にもとづく生産活動が調整される価格変動・価格メカニズム，生産量と

価格の相互関係をすべて捨象し，諸産業の技術構造によって一義的に行われる

ことになる。グライ月トの指摘するよう tこ産業連関論は I生産過程における

投入量と産出量の技術的関係」をあらわす「生産の理論J21)である。再生産過程

のこうした把握は，本質的に使用価値視点のみである。「価値視点」と見える

ものも，使用価値視点に還元され(価値的産出量決定)，あるいは生産的基礎を

欠いた流通商の商品交換比率に帰する(相対価格)のであり，したがって「価

値視点」は単なる「貨幣ヴェーノレ」に過ぎないといえよう。

19) R. G. D. Allen， Ma品開~attcal 配 onomic$，1959，安井琢磨 木村健康訳「数理事圭慣学」下
巻， 645ページ;安井琢磨， ワルラス体系と投入産出理論， r桂古寺許調」昭和33年 5月， .ベー
ジ:森嶋通夫』投入産出分析と生産の一般向衡， r季刊理論経済学J第6巷勢ト 2号. 19~16ぺ

シ。

20) たとえば， ドーフマY サミユエノレソγ ・ソロー，前掲書， 306ベージ。
21) C. F. Chris.t，・'ARevjew of Input-output Analysis"， in NBER， Inp叫ー州~put A"flal戸町

An Aptraωal， 1955， p. 138， 
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その結果，産業連関論では，部門分割が使用価値視点のみによって行われる

ため，生産手段生産・消費資料生産の基本的ふ部門分割が見失われ，また両部

門の生産的・素材的補填関係とその法則の解明も不可能である。

(2) 次に産業連関論における均衡概念の検討を行う。

まず， ワノレラ旦的均衡とレオンティエフ的均衡の共通面を明らかlこする叫。

ワノレラスの一般均衡理論は，その生産の一般均衡において，家計の生産物需要

関数，生産用役供給関数，企業の牛産物供給関数，生産用役の需要関数をそれ

ぞれ価格の関数として規定し，ここから限界原理によって費用法則および市場

における生産物の需給均衡条件を導きだしτいる剖}。生産に投入される生産要

素は，土地用役・労働用役および資本用役の三つであり，生産物がふたたび中

間財として他の生産物の生産に投入されることはない。これに対して産業連関

論も，需給均衡条件および費用法則の決定を通じて諸産業の全般的依存関係を

とらえようとするものであり， したがってワノレラ旦均衡理論と静学的産業連関

論は，諸産莱および諸生産要素の全般的相互依存関係を規定する一般均衡理論

としての基本的共通性をもち，同様に完全競争と静態的均衡を前提している。

両者の差異は，第一に，ワノレラ月において生産物，生産要素の需給関数が価格

の関数として規定され，市場均衡論が限界効用説および限界生産力説と結合し

ていたのに対し，産業連関論においては，産出量決定と価格決定とが分離され，

したがって利潤率と効用の「極大化原!lUが一切明示的にあらわされない乙と

である。第二に， ワノレラスにおいて各産業問の中間財需要が拾象されてし、るの

に対し，産業連関論において，各産業の生産物が他産業の生産に投入され，生

産的に消費されることである。この点は生産物の需給分析に(。部分を導入した

ものとして，現実への一歩接近を意味している問。このように，静学的産業連関

論はワノレラス均衡理論よりの一方の単純化と他方の複雑化をともないながら，

22) J. Balderston， "Models 01 GeneraI Economic EquIlibrium "， in O. Morgenstern (ed.)， 
Z附包omicActwity Analysお， 1954， pp_ 6-33 

23) レオγ・ワルラス，手塚寿却訳「純粋経済学要論」上巻， 357-375ベージ。
24) しかし，この(c)部分が結局労働に分解してしまうのは，前述のとおりである。
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ワノレラス均衡理論と基本的な共通性をもっている。レオy ティエフ均衡概念の

基本性格は，ワノレラスと同様，完全競争下における静態的定常的均衡である冊。

レオY ティェフの均衡概念の検討のためには. (i) いま明らかにされたワ

ノレヲス的均衡との共通面=静態的定常的均衡に対する批判と. (ii) 最近の産

業連関論におけ畠均衡値の安定条件・正値条件の吟味とが必要である。

( i ) ワノレテス的均衡に対する批判別〉の第 は，均衡の同時的瞬間的成立に

対して向けられる。すべての経済的諸量は方程式体系を解くことにより同時的

瞬間的に決定され，そこには経済過程の運動に必要な「時間」は存在しない。

静学的産業連関論においてもこの批判は妥当する。産業連関論における投入と

産出は，マノレグコえの商品資本循環範式

/Pm 
G-W( ......p......W'ー一一一一C'

¥A 

の生産過程前の Wおよび生産過程後の W'を使用価値の側面からたんなる生産

物の運動としてあらわすものと考えられのが町，ーのj投入W と産出 W'は産業

連関表の同じー要素 x" で同時に二重表示され， 産出 W'は次期の投入Wに対

する均衡関係ではなく，当期にこれから投入されるベきW との均衡関係に置か

れる。これに対して再生産表式では W'が消費されたW 壱如何に補填し次期

のWを準備するかが問題である。同じ静態(単純再生産)壱前提としても，産

業連関論は循環の同時的瞬間的終結， したがって均衡の瞬間的成立を想定し，

再生産表式は循環の異時的反覆的移行を内包し，両者の差異は明らかである冊。

ワノレラ 7、的均衡の批判の第二は， ワノレラスにおいて均衡状態の成立過程の説明

が欠けていることに対してである。ワノレラ 1 は，均衡成立の仮定の下l乙との

すでに成立した均衡状態における経済諸量の関数的依存関係を定式化するのみ

25) 末永陸甫「近代経済学」昭和35年， 287ページ。 さきにもふれたように， ここでは貯蓄投資
を講入しないモデル壱対象としている。

26) ワルラス均衡理論の日本における古典的批判として，杉本栄一「理論経済学の基本問題」昭和
14年;r近代臣官学の基本性格j聞和24年;r近代経済学の解明」昭和26年，参照。

27) 山田喜志夫，産業連関査と社会的総資本の流通. r北大経済学研究J第11巻第 1号，参照叩
28) ただし，この批判は輔さ詳的体系のみにあてはまる。勤学的産業連関論の考察は別の機全に行う。
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であれこの均衡状態がそもそもたえざる不均衡の中でし、かなる過程を通じて

成立し得るかを明らかにしえなし、。産業連関論においても，価格メカーズム，

企業の利潤極大化原理が明示されぬ以上，均衡成立過程を解明することはでき

ない。現実の経済過程には不断の不均衡・諸動揺が存在し，均衡状態もこのた

えざる不均衡過程の一時的・相対的安定の状態にすぎないのであるが，との一

時的・相対的な均衡を絶対化・永遠化し，これを理論の基礎前提にするところ

に， ワノレラス=レオンティエフの困難がある。

( ii) しかし，周知のように一般均衡理論はその後ヒッグス「比較静学」か

らサミュエノレソ γの「勤学的安定条件Jr対応原理J29)へと展開し， Iワノレラス

をすでに超克」初〉したといわれている。産業連関論においても，単なる均衡産出

量・均衡価格の決定問題にとどまらず，そのばあいの動学的安定条件および静

学的正値条件の証明が行われている。したがってレオγティエフ均衡概念の検

討も， ワノレラス的均衡との共通商の批判にとどまるのみでは不十分であり泊、

いわゆる均衡値の正値条件・安定条件=ホーキYス・サイモン定理，，)の吟味が

必要となっている。

いま静態モデルをさきにあげたとおり，

ぷ/言 a~JXJ+Yi (3) 

あるいは行列形式によって

29) 動学的安定条件Jr対応原理」に対するマルクス経済学よりの批判として，柴11.1孝治，安定
条件と比較静憩諭， r経怖学雑誌」第42巻第4/5号， 36-54ベージ，がある。

30) 古谷弘，経済均衡の安定分析， r現代経済学の基本問題J89ページ。
31) 近代置情学における均蘭概念の展開を，現実の桂椅的背景との関連において批判した論士とし

て. H. Meisner， "Bemerkungen zucEutwicklung des burgerlichen Gleichgewichtsbeg4 

rit'fes als Ausdruck des Verfallsproze開 desburgerlichen politischen OkonomieぺKon-

junktut' u伺 dIuise， 1959. Heft 2， 55.-90-105; ditto， "Die Entwicklung der Gleichgewi_ 

chtstheorie als Ausdruck des Verfallsprozess der burgerlichen politischen Okonomie“， 
，n且吋lemede1' pol#ischen (jkonomie， Bd. 5， 55. 159-251，事照。

32) O. Hawkins and H. A. Srffion， .. Some Condition of Macro-economic Stability "， &0_ 

no似"，“a，Vol. XVII， ]uly-October 1949， pp. 245-248 
ホ キンス サイモン定理， ソロー定埋の証明は， ここでは省略する。轟嶋通夫，前掲書，

29-55ページ，ニ晴堂副包「現代経済学の数学的方法」唱和35年.5-21ベ}ジ;寺尾琢磨尾崎
融， νオンティエア体系におけるマトリッタス， r苧刊理論経胃宇」第6巷第 1・2号， 74-96ベ
ージ!語審照。
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[I-aJX=Y 

(421) 49 

(3)" 

とする。均衡産出量の決定が経済学的に意味をもつためには，均衡産出量Xが

いかなる非負の最終需要Yの組合せに対しても正の解として存在しなければな

らない。これを静学モデノレ (3)"のE値条件とよぶ。 Yは明らかに非負であるか

ら ， X孟O であるためには[I←ωJ-'~O が必要である。[I-aJ-' 孟O が成立す

るためには，aの正の最大固有根 γについて Yく1が成立しなければならない。

グく1 なるための必要・十分条件としていわゆるホ キ Yス・サ fモY定理，

静学モデル(3 )"が， IEIi直解 X>O をとるための必要・十分条件は， a~O

が分解不可能な左者， [I -aJの首座小行列式がととごと <IEとなることで

ある 世4

が導かれる。また，正値解のための十分条件として，より簡便なソロ一定理，

a :?;Oが不解不可能で，かっ

• iJ向三1 (j=l， 2， .....旬) 帥

が考えられている。これらの定理による静学モデノレの正値条件は，同時に動学

モデノレ，たとえば，

X，(t) = L: a"X，(t-1) +y， (i=l， 2，…u錫)紛

ただし，

ai.j=岩出7 (1方

あるいは，

IX(t) -aX(t-1) =Y  。時'

の安定条件と一致することが指摘され，静学と動学が密接に関連することが結

論される。

さて，静学的正値条件(ソローの定理〕の経済的意味は，次のとおりである o

(1) a 孟0，すなわちすべての投入係数が負でないとと。 (2) aが分解不可能，

すなわちすべての産業がその生産物の何らかの需給連関で直接間接に結びつけ

られており，生産物連闘のない互に無関係な諸産業グループに分解しないこと o

(3)23adI，すなわちすべての産業で投入物の合計が産出量より大にはなら
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ず少くともー産業で投入物の合計が産出量より少なること。このような生産構

造が存在するときにかぎり，任意の非負の最終需要に対してその経済体制は安

定的であり，正の均衡産出量をおくりだすことができる。

注目すべきことは， この正値粂件・安定条件が aijつまり投入係数のみに

依存し，したがって全産業構造のみたすべき単なる技術的条件に1ぎないこと

である。換言すれば~~~事は単なる「素材的均衡条件」である。しかし現実の経

済過程での「町衡」成立のためには I素材的均衡条件」と同時に「価値的均

衡条件」の実現が必要である。生産の技術的構造によって規定される生産物の

需給連関をあらわす「素材的均衡」は，平均利潤率お土び超過利潤を要求する

諸企業の最適化=利潤極大化行動と競争壱通じてつらぬ( I価値的均衡j と固

く結びついており，この均衡の両面がみたされて，はじめて再生産の全均衡条

件が実現したといえるのである。 I素材的均衡条件Jは均衡成立に必要な諸条

件のー側面にすぎない。しかもこうした均衡は，決して安定的・絶対的な状態

ではない。現実には不断の不均衡・諸動揺・諸撹乱が支配しており，こうした

不均衡を通じてのみ均衡は実現していくのであって，均衡はあくまで相対的・

一時的なものにすぎないnhいわゆる均衡値の存在問題， とくに産業連関論の

正値条件・安定条件論は，その難解なる数学的証明にかかわらず，企業・資本

の利潤極大化の運動と価格メカユズムを捨象し I価値的均衡条件」を無視す

ることにより，均衡の一面たる「素材的均衡条件」のみを「安定(均衡)条件」

として絶対化するものといえよう。

(3) 産業連関論は，初期の閉鎖体系から，最終需要を外生的に決定する開比

体系へ移行したが汽 開放体系においてはケイ y ズ理論との連関が明らかであ

る。

ケイソス1里論における国民所得循環は次のようになる。まず国民所得の三両

等価は，同民所得壱 y，ー圏全体の生産額をX，生産財使用額を U，消費を C，

33) 吉村連次「恐慌論の研究」昭和田年， 131-176、 ジ。

34) 宮崎義一氏は』この移行に「ケインズ革命』の影響を認めている。都圏重人絹「近代経済学楠
集」昭和36年J 181へージ。
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投資壱 Iとすると，

Y=X-U=C+I 

であらわされる。ついで国民所得の循環は，分配国民所得 (貯蓄性向・投資

性向の理論)→支出国民所得 (所得決定の貯蓄投資理論)→生産国民所得一(雇

用の理論)→雇用量→分配国民所得と示される町。これに対して産業連関論に

おける国民所得の循環は次のようになる。まず国民所得の三面は，さきのセテ

ルでは，

生産国民所得

分配国民所得

支出国民所得

早p，(ふ一写%;:，)

POLjXOiエ toXn

写PiYt

である。生産国民所得と支出国民所得の等価は， (3)よれ

p，九=手P内+仰z

p，(X， -:Ex"l = p，y， 

pg(ぷ苧げ)=苧P，Yi
で示される。分配国民所得と支出国民所得の等価を示すと，

産業の生産物の生産に用いられる労働量の合計であるから，

Xo=~xo ，; 
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であるから，
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戸品=宇山

35) 高嶋通夫「産業連関論入門」昭和31年.186-218ペ ジ。

同

総労働量 X，は各
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= L]P，y， (1$ 

となる。次に国民所得の循環は，分配圏民所得→支出国民所得←(産業別に細

分)→最終需要 (波及係数)→各産業産出価値額→生産国民所得→雇用量→分

配国民所得と示される。かくて，ケイゾズ的循環は産業連関論的循環の「短絡

的理論」鋪〉であ~ ， ケインズ理論は産業連関論のー側面ないし一糸論にすぎな

い。そして産業連関諭は，第一に.国民経済の超巨視的理論から，各産業部門

の多部門分割を導入した微視的理論に発展した点，第二に，ケイ νズで捨象さ

れた再投資需要の分析したがって生産構造の分析を新たに含んでいる点で，ケ

イy ズ理論の拡張であるといわれている。

両理論の関連を，次に両理論の核心である産出量波及構造と所得乗数理論の

面かιEらえよう。産業連関論において， (3)"土り，

X=[I-a]-'Y 

逆行列 [I-a]-'壱投入係数行列 aの指数展開であらわすと，

X=[I+a+a'+a'+ ・+at+・・ ]Y 制

となる。ただし a'が t→∞のとき O行列に収束するための十分条件は前述

のソロ一条件と同じであるから， (3)"が正の均衡解をもっぱあいωは成立す

る抑〉。これより，

dX=[I十a十a2+a3十 ー十ポ+・・…・]dY 車事

がえられるが，この式は，一組の新しい最終需要 dYがそれをみたすための各

産業の産出をみちびき，さらにこの産出に投入される各産業の中間財産出を生

ぜしめ，ふたたびこの中間財産出に必要な中間財産出を呼び，この無限の波及

過程を通じて，究極的産出量増加 dXを生むことをあらわしている。

これに対してケインズ理論において，所得をy，投資を I，限界消費性向を

a，消費を Cで示すと，乗数は，

dY=τ 主-dI
ムー-a

36) 向上， 2U'8ベ ジ。

37) 証明は省略する。岡崎不二男 金子敬生「産業連閣の揮商学」昭和39年， 6.ベージ，参照か
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であるが，これを波及論的に理解すると，
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dY= (1+ α十 a~+aß十ー )dI ただし，aく1 斜

となる。いうまでもなくωは，独立の投資増加が同額の所得を生み，この所得

によって誘発される消費がふたたび所得を派生し，この波及過程の無限の反覆

の結果，究極的所得増加 dYがえられることをあらわしている。このように，

ケインズ理論と産業連関論は，その核心である産出量波及効果と所得乗数効果

との聞に，制ωのような波及構造の共通性をもっているのである。

さて以上のように，産業連関論がケインズ理論の拡張であり，摩出量波及係

数在所得乗数の問に共通性があるとすれば，ケインズ理論の基本をなす有効需

要論的な論理が同時に産業連関論の基礎をもつら向いていることが指摘できょ

う。ケイ Yズ有効需要論は簡潔に要約すれば，次のようになる。 (1) 企業はそ

れぞれの雇用量に対応して利潤極大の条件をみたす総売上金額を決定する(総

供給曲線)。この関数は主として物理的供給条件に依存するとされる。 (2) 企業

の利潤期待はその生産物の販売高によって実現される(総需要曲線)0 (3) 両

曲線の一致点で有効需要が決定されここで利潤期待が極大化する。総供給曲線、

は資本設備一定などの条件により技術的に決定されているため，動くのは総需

要曲線のみであわしたがって有効需要論は生産物に対する総需要から総生産

高，総雇用量を決定しようとする理論である。有効需要論では総需要の変動に

つねに総供給が適応し，需給の不一致・不均衡はなく，無政府的生産による実

現問題は捨象吉れている。セイ法則が供給が需要を創造する意味で需給一致を

説いたとすれば，これを批判したケインズは，供給が需要につねに適応する意

味での需給一致を主張し Iセイ法則の裏返し」に陥っているといえよう叫。

ケイ y ズ有効需要論に対するこの批判は，ケイ γ ズ理論の拡張たる産業連関論

にも妥当する。産業連関論においても，外生的に決定される一組の最終需要よ

り，固定投入係数・波及係数を通じて，技術的に均衡産出量が決定され Qo こ

38) 浅野栄一，セイ法則否定の三つの方法， r経世研究」第5巻第 3号， 227-231ベ ジ，末永隆甫
「近代軒済学J昭和35竿，四 41ベ ジロ
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のような虚出量決冠機構では，供給が需要につねに迫応するため何らの需給不

一致，実現困難も存在せず，したがって企業の利潤極大化行動にもとづく生産

の無政府性，たえざる市場不均衡は一切反映されない。かくてケイ γ ズ有効需

要論における「セイ法則の裏返し」は，産業連関論の産出量決定機構の中にもつ

らぬかれている。




